
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

岩手県（平成21年度）

（９）商品テスト強化事業

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

3,701 3,701

4,071 13,152

32 32

都道府県 市町村 合計

1,536 19,567 21,103

（５）消費生活相談窓口高度化事業

4,709

（８）消費者教育・啓発活性化事業 9,081

82 82

3,275 7,984

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

1,375 1,375

消費者行政決算総額 159,781

合計

1,793 2,378

18,526 31,281

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

49,807

585

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

（11）一元化相談窓口緊急整備事業

31%

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

67,978

91,803

49,807



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

管内全体の研修参加・受入（実績）

人人

人日

人

人日

人日

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

人

人日

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

事業実施自治体

-

県

対象人員数

2

追加的総費用追加的総業務量（総時間）

1,230 1,379

管内市町村



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

事業の実績

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業（実績）の概要

研修参加平成20年度比76人回/年増加

事務室整備、パソコン12台、出前講座等用プロジェクター等配備

新任者研修１回、現任者研修１回

3232

消費生活サポーター設置、消費生活セミナー９回、消費生活展１回、消費生活フォーラム
１回
セーフティーネットキャンペーン

395

495

3,211

5,335

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

495

相談員を対象とした食品表示・食品安全に係る研修会実施

10,152

395

10,152 9,081 9,081

349

5,335 4,360

349

基金（交付
金相当分）
対象経費

1,5362,161

4,360

事業経費

3,211

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

実施率：

弁護士相談　60回1,793

79.7%

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

23,248合計

1,800 1,800 1,793

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

18,52623,248

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

相談員２人増員1,8601,860

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑫一元的相談窓口緊急整備事業 1,379 1,375

19,155



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

①消費生活センター機能強化事業（増設）

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

消費者ホットライン等の相談に対応できた

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事務室整備、パソコン、プロジェクター等購入

相談員報酬 共済費

講師謝金・旅費、会場使用料、教材費、資料代

事業名

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

旅費、研修負担金

資料代

昨年度に比べ年間69人回多く研修に参加することができ、相
談員のレベルアップが図られた。

事業強化・機能強化の成果

②消費生活センター機能強化事業（拡充）
各相談員にPCを配備することにより、インターネットからの情報
収集が強化され、相談解決に役立った。

相談員の研修受講により、食関係の相談に対応可能となった。

広告委託料、講師謝金・旅費、会場使用料、看板、ポスター、チラシ作成代、
資料代

市町村職員を対象に新任者研修、現任者研修を実施すること
により、市町村における相談対応のレベルアップが図られた。

セミナー等の開催により、消費者教育を行った人数は692人と
なり、消費生活サポーターも58人養成できた。
また、セーフティーネットキャンペーンを実施し、TVCM80本、
TV番組10本、ラジオ番組10本、新聞広告２回実施した。

対象経費（実績）

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

人

人日

研修参加・受入要望 研修参加・受入

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 委託料
高度消費生活弁護士無料相談を年間60回実施し、186件の相
談に対応

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

人

人日

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

法人募集型

年間研修総日数

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

事業計画

実地研修受入希望人数

年間研修総日数人日 人日

人

実地研修受入人数

年間研修総日数

消費者ホットライン等の相談に対応できた。

参加者数

自治体参加型

参加希望者数 人

年間研修総日数

相談員報酬、共済費



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

①消費生活センター機能強化事業（新設）

事業名

⑨消費生活相談窓口高度化事業

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

627

2,648

627

2,778

82軽米町

18,625 16,791

6

89

16,789

2,652

2,6843,155

65

879

6

879

3,155

65

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費
実施市町村

花巻市、久慈市、釜石市、奥州市

盛岡市

盛岡市、宮古市、大船渡市、花巻市、北上市、久慈市、遠野市、
釜石市、八幡平市、奥州市、滝沢村、住田町、山田町、軽米町、
九戸村、洋野町、久慈市、田野畑村

盛岡市、久慈市

矢巾町

2,778

18,625

2,652

花巻市、久慈市 585

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑭商品テスト強化事業

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 588 588

31,390合計

3,7013,755

31,281

6,213

4,275

6,213

585

4,0814,275 4,071

36,45836,458

盛岡市、宮古市、花巻市、北上市、久慈市、八幡平市、矢巾町、
平泉町、山田町、野田村、洋野町、田野畑村

二戸市



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

事業・機能強化の成果の概要事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

軽米）「消費者六法」、「悪質商法被害救済の実務」他消費者相談要の図書26冊購入

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催） 盛岡)多重債務シンポジウム開催。参加者約120名

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

盛岡）職員及び相談員の研修旅費及び受講料、職員３回、相談員延べ20回参加
宮古）職員１名及び消費生活相談員２名を各種研修会（延べ９回）に参加する旅費及び講座受講料の支援を行った。
久慈）消費生活相談員１名が国民生活センター、県主催の研修会へ参加し、レベルアップを図った。
遠野）消費者行政担当職員が相談事務研修会参加したことによりレベルアップが図られた。

盛岡）業務参考図書（消費者六法、逐条解説等）の整備、電話録音装置14台、現場証拠用ビデオカメラ１台、デジタルカメラ１台、ノートパソコ
ン１台等の購入、業務資料用の資料整理棚６台、事務机４台等の整備、センター執務スペース拡張工事

花巻）消費生活センター設置に必要な備品を購入し、平成22年４月１日に消費生活センターを設置した。
久慈）参考図書を購入し、消費生活相談の実務の参考とした。市広報３月１日号に特集記事を掲載し、消費生活相談窓口について周知し
た。
釜石）平成22年４月１日から消費生活センターを開設することができるようになった。
奥州）消費生活相談窓口を増設。専門書籍の整備をしたことにより、相談業務が円滑に運営されるなど、相談事務の効率化が図られた。

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

花巻）弁護士相談会を月１回開催から月２回開催に強化。

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設） 二戸）消費生活センター新設に必要な機材、事務用機器を購入し、平成22年４月１日に二戸消費生活センターを設立した。

⑬消費者教育・啓発活性化事業

盛岡）啓発用プロジェクター1台、携帯スクリーン1台、資料作成用裁断機1台、パンフレットスタンド6台、啓発資料用紙、印刷用インク等購入
宮古）高齢者を対象とした健康教室（月１回開催）を中心に悪質商法被害防止啓発パンフレットを配布し被害の未然防止に努めた。
北上）パンフレット・冊子を成人式や出前講座等開催の機会に参加者へ配布し、悪質商法等への啓発に努めた。
久慈）消費者被害の未然防止と相談窓口の周知及び啓発を目的として久慈地域の消費生活問題リーダー養成講習会を10回開設した。
八幡平）啓発チラシ配布（作成11,000枚、全戸（10,360戸）配布）

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍ ﾙｱｯﾌ事業（研修参加支援）
遠野）消費者行政担当職員が相談事務研修会参加したことにより ルアップが図られた。
釜石）消費生活相談に必要な基礎知識の習得と次期PIO-NETの操作方法を習得することができた。
八幡平）研修参加（相模原市１名、仙台市１名）
奥州）法改正関係等の専門研修に参加したことで、より専門的な知識が得られ、苦情相談の処理または消費者に対する啓発を行うことができ
た。

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

花巻）弁護 相談会 月 回開催 月 回開催 強化。
久慈）久慈地方産業まつり消費者生活展に向けて啓発パンフレットを作成し、地域リーダーと共に来場者へ配布した。市広報に多重債務特
集記事を掲載。



10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

11．消費者行政決算

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費 42,407

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当 - 千円 千円 -

49,452

18,526

①都道府県の消費者行政決算 25,571 千円

18,526 千円- 千円 千円

千円

千円

積増し相当分

うち都道府県

平成20年度 平成21年度 前年度差 チェック項目

-

0.27

-

-千円

千円

7,045 千円

38,627

31,281

1,413

1,413

千円

千円

42,407 千円 67,978

千円

18,526

千円うち管内の市町村合計

49,807

千円53,176

千円

千円

千円交付金相当分

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計

91,803

- 千円 千円 千円 -

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

千円 159,781

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

③都道府県全体の消費者行政決算総額

- 千円

14,391 千円

0.34

千円

31,281 千円

千円

-

-64,198 千円

-

千円

千円 7,346

49,807 千円

千円

38,627

-

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

95,583

千円

- 千円31,281

53,176 60,522

53,176

千円95,583 千円 109,974

- 千円

千円

千円 49,807

千円

0.31

91,803



12．基金の管理（実績）

13．都道府県の消費生活相談窓口

人 21年度末実績 相談員総数うち常勤職員の相談員 人

190,256 千円

相談員総数 9人 21年度末実績

1,413

千円

千円

190,256 千円

362,700 千円

49,807 千円

千円

313,595 千円

人平成20年度末 相談員総数 7

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

481

相談員総数

設置当初の基金残高（交付金相当分）

平成20末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

千円

189,324 千円

消費生活相談員の配置

平成20年度末

362,700

702

相談員総数平成20年度末 相談員総数

人 21年度末実績 相談員総数

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績

平成20年度末 相談員総数 7 人

人

21年度末実績 相談員総数 9 人

相談員総数平成20年度末



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数 1うち委託先職員等の相談員 平成20年度末 相談員総数

人

人 21年度末実績 相談員総数 19 人

人うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数 6

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 18

21年度末実績 相談員総数 6

①報酬の向上

処遇改善の取組 具体的内容

実施市町村及び具体的内容

人 21年度末実績 相談員総数 26平成20年度末 相談員総数 24 人

処遇改善の取組

国民生活センター等の研修参加費用を支援（平成20年度比69人回/年増）

執務室の改修・相談員用PCの配備

④その他

②研修参加支援

③就労環境の向上

①報酬の向上

盛岡）研修参加機会の増回。延べ20回の増
宮古）各種研修会に消費生活相談員を参加させて、技能習得や資質の向上を図った
北上）基金事業を活用し、特商法説明会や多重債務者相談会への出席等スキルアップの機会創出を行った。
久慈）国民生活センター、県民生活センター主催の研修参加のための旅費を支援した。

③就労環境の向上 盛岡）録音装置・現場記録機材等の調達

②研修参加支援

④その他


